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(57)【要約】
【課題】管理装置のメンテナンスに必要な情報を出力す
ることができる統合管理装置を提供する。
【解決手段】１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネ
ルギーを管理する１以上の管理装置３０を管理する統合
管理装置１０であって、第一記憶部１１と、出力部１２
とを備える。第一記憶部１１には、１以上の施設４０の
識別情報と、当該施設４０の施主の識別情報と、当該施
設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とを
対応付けた管理情報が記憶されている。出力部１２は、
管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表
示装置２０に表示させるための表示情報を出力する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネルギーを管理する１以上の管理装置を管理す
る統合管理装置であって、
　前記１以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に
前記管理装置を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部と
、
　前記管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させるための
表示情報を出力する出力部とを備える
　統合管理装置。
【請求項２】
　さらに、前記表示情報の要求であって、識別情報を特定するための特定情報を含む要求
を取得する第一取得部を備え、
　前記出力部は、前記管理情報のうち、取得された要求に含まれる特定情報により特定さ
れる識別情報に関連する前記対応付けを示す画像を表示させるための前記表示情報を出力
する
　請求項１に記載の統合管理装置。
【請求項３】
　前記出力部は、
　取得された要求に含まれる特定情報により特定される識別情報が施主の識別情報である
場合には、当該施主の識別情報に対応付けられた施設の識別情報及び施工者の識別情報を
示す第一画像を前記表示装置に表示させるための第一表示情報を出力し、
　取得された要求に含まれる特定情報により特定される識別情報が施工者の識別情報であ
る場合には、当該施工者の識別情報に対応付けられた施設の識別情報及び施主の識別情報
を示す第二画像を前記表示装置に表示させるための第二表示情報を出力する
　請求項２に記載の統合管理装置。
【請求項４】
　前記第二画像は、施主の識別情報ごとに当該施主が有する施設の識別情報を示す画像で
ある
　請求項３に記載の統合管理装置。
【請求項５】
　さらに、前記１以上の施設における消費エネルギーに関する情報を取得する第二取得部
を備え、
　前記画像は、さらに、前記１以上の施設における消費エネルギーの状況を示す
　請求項１～４のいずれか１項に記載の統合管理装置。
【請求項６】
　前記画像には、施設の識別情報を示すオブジェクトが含まれ、
　前記オブジェクトの表示態様は、当該施設の消費エネルギーに関する情報に応じて異な
る
　請求項５に記載の統合管理装置。
【請求項７】
　前記管理情報においては、前記１以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主
の識別情報と、当該施設に前記管理装置を施工した施工者の識別情報とに加えて、さらに
、当該施設に設けられた前記管理装置の識別情報と、当該施設に設けられた前記管理装置
の製造メーカの識別情報とが対応付けられ、
　前記出力部は、取得された要求に含まれる特定情報により特定される識別情報が製造メ
ーカの識別情報である場合には、当該製造メーカの識別情報に対応付けられた、施主の識
別情報、施設の識別情報、施工者の識別情報、及び管理装置の識別情報を示す画像を前記
表示装置に表示させるための前記表示情報を出力する
　請求項２に記載の統合管理装置。
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【請求項８】
　前記管理情報においては、前記１以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主
の識別情報と、当該施設に前記管理装置を施工した施工者の識別情報とに加えて、さらに
、当該施設に設けられた前記管理装置の識別情報が対応付けられ、
　前記出力部は、
　取得された要求に含まれる特定情報により特定される識別情報が施主の識別情報である
場合には、当該施主の識別情報に対応付けられた、施設の識別情報、施工者の識別情報、
及び管理装置の識別情報を示す第一画像を前記表示装置に表示させるための第一表示情報
を出力し、
　取得された要求に含まれる特定情報により特定される識別情報が施工者の識別情報であ
る場合には、当該施工者の識別情報に対応付けられた、施設の識別情報、施主の識別情報
、及び管理装置の識別情報を示す第二画像を前記表示装置に表示させるための第二表示情
報を出力する
　請求項２に記載の統合管理装置。
【請求項９】
　１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネルギーを管理する１以上の管理装置を管理す
る統合管理システムであって、
　前記１以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に
前記管理装置を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部と
、
　前記管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させるための
表示情報を出力する出力部とを備える
　統合管理システム。
【請求項１０】
　１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネルギーを管理する１以上の管理装置を管理す
る統合管理システムが実行する管理方法であって、
　前記１以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に
前記管理装置を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部を
用いて、前記管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させる
ための表示情報を出力する出力ステップとを含む
　管理方法。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の管理方法をコンピュータに実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、統合管理装置、統合管理システム、及び、管理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電力系統の安定化及び電力市場の自由化の動きに伴い、ＨＥＭＳ（Ｈｏｍｅ　Ｅ
ｎｅｒｇｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）などのエネルギーマネジメントシス
テムが注目されている。例えば、特許文献１には、需要家ごとに設けられる下位電力管理
装置と、複数の下位電力管理装置を管理する上位電力管理装置とを備える電力管理システ
ムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１３／０４７１１６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　特許文献１に記載の電力管理システムは、導入後に下位電力管理装置のメンテナンスが
行われるような場合に、ユーザがメンテナンスに必要な情報を特定するのに時間がかかる
場合がある。
【０００５】
　本発明は、管理装置のメンテナンスに必要な情報を出力することができる統合管理装置
、統合管理システム、及び、管理方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様に係る統合管理装置は、１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネルギ
ーを管理する１以上の管理装置を管理する統合管理装置であって、前記１以上の施設の識
別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に前記管理装置を施工した
施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部と、前記管理情報に含まれ
る識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させるための表示情報を出力する出力
部とを備える。
【０００７】
　本発明の一態様に係る統合管理システムは、１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネ
ルギーを管理する１以上の管理装置を管理する統合管理システムであって、前記１以上の
施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に前記管理装置を
施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部と、前記管理情報
に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させるための表示情報を出力
する出力部とを備える。
【０００８】
　本発明の一態様に管理方法は、１以上の施設のそれぞれにおいて消費エネルギーを管理
する１以上の管理装置を管理する統合管理システムが実行する管理方法であって、前記１
以上の施設の識別情報のそれぞれと、当該施設の施主の識別情報と、当該施設に前記管理
装置を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶された記憶部を用いて、
前記管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置に表示させるための表
示情報を出力する出力ステップとを含む。
【０００９】
　本発明の一態様に係るプログラムは、上記管理方法をコンピュータに実行させるための
プログラムである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、管理装置のメンテナンスに必要な情報を出力することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、実施の形態に係る統合管理システムの概要を示す図である。
【図２】図２は、実施の形態に係る統合管理システムの機能構成を示すブロック図である
。
【図３】図３は、管理情報の一例を示す図である。
【図４】図４は、実施の形態に係る統合管理システムの動作のシーケンス図である。
【図５】図５は、表示情報の生成処理のフローチャートである。
【図６】図６は、第一画像の一例を示す図である。
【図７】図７は、第二画像の一例を示す図である。
【図８】図８は、第三画像の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお、以下で説明する実施
の形態は、いずれも包括的または具体的な例を示すものである。以下の実施の形態で示さ
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れる数値、形状、材料、構成要素、構成要素の配置位置及び接続形態、ステップ、ステッ
プの順序などは、一例であり、本発明を限定する主旨ではない。また、以下の実施の形態
における構成要素のうち、最上位概念を示す独立請求項に記載されていない構成要素につ
いては、任意の構成要素として説明される。
【００１３】
　なお、各図は模式図であり、必ずしも厳密に図示されたものではない。また、各図にお
いて、実質的に同一の構成に対しては同一の符号を付し、重複する説明は省略または簡略
化される場合がある。
【００１４】
　（実施の形態）
　［電力管理システムの全体構成］
　まず、実施の形態に係る統合管理システムの全体構成について説明する。図１は、実施
の形態に係る統合管理システムの概要を示す図である。図２は、実施の形態に係る統合管
理システムの機能構成を示すブロック図である。
【００１５】
　図１及び図２に示されるように、統合管理システム１００は、統合管理装置１０と、表
示装置２０と、複数の管理装置３０とを備える。また、図１及び図２では、通信ネットワ
ークとしてインターネット７０も図示されている。複数の管理装置３０のそれぞれは、施
設４０に設けられ、施設４０のそれぞれには、電力計測装置５０、及び、通信装置６０も
設けられる。
【００１６】
　なお、図１及び図２では、１つの施設４０に１つの管理装置３０が設けられているが、
１つの施設４０に複数の管理装置３０が設けられてもよい。また、表示装置２０の数、及
び、施設４０の数は一例であり、特に限定されない。施設４０は、具体的には、オフィス
ビルまたは工場などであるが、特に限定されない。
【００１７】
　統合管理システム１００は、１以上の施設４０のそれぞれにおいて消費エネルギーを管
理する１以上の管理装置３０を管理する装置である。以下、図１及び図２に図示される各
構成要素について説明する。
【００１８】
　［電力計測装置］
　電力計測装置５０は、施設４０における主幹回路において消費される電力使用量と、施
設４０における複数の分岐回路において消費される電力使用量とを計測する装置である。
主幹回路は、電力系統から施設４０への幹線に相当し、分岐回路は、幹線から分岐した複
数の回路のそれぞれである。
【００１９】
　電力計測装置５０は、例えば、管理装置３０ごと（施設４０ごと）に設けられる。しか
しながら、主幹回路において消費される電力使用量を測定する電力計測装置５０と、分岐
回路において消費される電力使用量を測定する電力計測装置５０とが別々に設けられても
よい。
【００２０】
　電力計測装置５０は、分岐回路毎に設けられたＣＴ（Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｔｒａｎｓｆｏ
ｒｍｅｒ）を含み、当該ＣＴにより分岐回路毎に電力使用量（電流量）を計測する。複数
の分岐回路のそれぞれには、コンセントを介して１以上の電気機器が接続される。
【００２１】
　電力計測装置５０は、具体的には、上記ＣＴと、プロセッサ、マイクロコンピュータ、
または専用回路などとによって実現される。なお、電力計測装置５０は、ＣＴを有する構
成に限定されず、例えば、ロゴスキー回路またはＧＭＲ（Ｇｉａｎｔ　Ｍａｇｎｅｔｉｃ
　Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ）素子を有する構成であってもよい。
【００２２】
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　また、図示されないが、電力計測装置５０は、管理装置３０と通信を行うための通信モ
ジュール（通信回路）を有し、管理装置３０と通信が可能である。電力計測装置５０が管
理装置３０と無線通信を行う場合、無線通信の方式（通信規格）は、例えば、９２０ＭＨ
ｚ帯の周波数を利用した特定小電力無線であるが、ＺｉｇＢｅｅ（登録商標）、Ｂｌｕｅ
ｔｏｏｔｈ（登録商標）または、無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）
など、他の通信規格であってもよい。また、電力計測装置５０が管理装置３０と有線通信
を行う場合、有線通信の方式については特に限定されず、有線ＬＡＮが用いられてもよい
し、電力線搬送通信が行われてもよい。
【００２３】
　実施の形態では、電力計測装置５０は、電力遮断機能を有する装置として実現され、い
わゆるブレーカ（遮断器）を備えるが、電力計測装置５０の具体的態様は、特に限定され
ない。例えば、電力計測装置５０は、スマートメータ（通信機能を備える電力量計）であ
ってもよい。また、統合管理システム１００は、電力遮断機能を有する専用装置を備え、
管理装置３０または電力計測装置４０が当該専用装置を制御して電力を遮断してもよい。
上記専用装置は、具体的には、リレー装置などである。
【００２４】
　［管理装置］
　管理装置３０は、電力計測装置５０が計測した電力使用量を管理する装置である。例え
ば、電力使用量が目標の電力使用量を超えると、翌月から電力料金（買電価格）の単価が
上がるような料金体系においては、電力使用量が目標の電力使用量を超えないように制御
されることが望ましい。そこで、管理装置３０は、電力計測装置５０によって計測された
電力使用量を取得（モニタ）し、取得された電力使用量の推移に基づいて予測される将来
の電力使用量が所定値以上である否かの判定を行う。管理装置３０は、例えば、第一所定
値、第一所定値よりも大きい第二所定値、及び、第二所定値よりも大きい第三所定値の３
つの所定値に基づいて、電力使用量が上記目標の電力使用量に相当する第三所定値を超え
ないように下記のような制御を行う。第一所定値は、例えば、目標の電力使用量の９０％
であり、第二所定値は、例えば、目標の電力使用量の９５％である。
【００２５】
　管理装置３０は、取得した電力使用量が第一所定値以上第二所定値未満であると判定し
た場合、第一通知情報を統合管理装置１０に送信する。第一通知情報は、消費エネルギー
に関する情報の一例であり、統合管理装置１０に電力使用量が多い状態であることを通知
するための情報である。
【００２６】
　また、管理装置３０は、取得した電力使用量が第二所定値以上第三所定値未満であると
判定した場合、通信装置６０を用いて第二通知情報を統合管理装置１０に送信する。また
、この場合、管理装置３０は、電力計測装置５０を制御することにより、施設４０内の少
なくとも一部の分岐回路への電力供給を遮断する。第二通知情報は、消費エネルギーに関
する情報の一例であり、施設４０における電力使用量が多く、かつ、管理装置３０が施設
４０内で電力供給の遮断を行っている状態であることを統合管理装置１０に通知するため
の情報である。電力供給が遮断される分岐回路は、ユーザによってあらかじめ設定される
。
【００２７】
　ここで、統合管理システム１００においては、管理装置３０が施設４０内で一部の分岐
回路への電力供給の遮断を行ったとしても、施設４０内のユーザは、当該分岐回路への電
力供給を手動操作で再開することができる。そうすると、電力使用量が第三所定値を超え
てしまう場合がある。また、電力供給の遮断の対象となっていない他の分岐回路における
電力使用量が増えた場合も、施設４０における電力使用量が第三所定値を超えてしまう場
合がある。
【００２８】
　このように、管理装置３０は、取得した電力使用量が第三所定値以上であると判定した
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場合、通信装置６０を用いて第三通知情報を統合管理装置１０に送信する。第三通知情報
は、消費エネルギーに関する情報の一例であり、電力使用量が第三所定値以上になってし
まっていることを通知するための情報である。
【００２９】
　このように、管理装置３０は、施設４０における電力使用量をモニタし、統合管理装置
１０に送信する。管理装置３０は、具体的には、プロセッサ、マイクロコンピュータ、ま
たは専用回路などによって実現される。
【００３０】
　［通信装置］
　通信装置６０は、管理装置３０がインターネット７０を通じて統合管理装置１０と通信
を行うためのルータ（ゲートウェイ）である。なお、管理装置３０が通信装置６０の機能
を有する場合には、管理装置３０と通信装置６０とは、１つの装置として実現されてもよ
く、通信装置６０は、必須の構成要素ではない。
【００３１】
　［統合管理装置］
　統合管理装置１０は、１以上の管理装置３０を管理するサーバ装置である。実施の形態
では、統合管理装置１０は、１以上の施設４０の識別情報と、当該施設４０の施主の識別
情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情
報を記憶する。つまり、統合管理装置１０は、管理情報を管理する。統合管理装置１０は
、第一記憶部１１と、出力部１２と、第一通信部１３とを備える。
【００３２】
　第一記憶部１１は、１以上の施設４０の識別情報と、当該施設４０の施主の識別情報と
、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記
憶される記憶装置である。図３は、管理情報の一例を示す図である。
【００３３】
　図３に示されるように、管理情報においては、１以上の施設４０の識別情報と、当該施
設４０の施主の識別情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報と
が対応付けられている。
【００３４】
　また、図３に示される管理情報においては、１以上の施設４０の識別情報と、当該施設
４０の施主の識別情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とに
加えて、さらに、当該施設４０に設けられた管理装置３０の識別情報と、当該施設４０に
設けられた管理装置３０の製造メーカの識別情報とが対応付けられている。管理装置３０
の識別情報は、例えば、管理装置３０のシリアルナンバーである。なお、シリアルナンバ
ーは、図３中では、「Ａ００１」のように模式的に記載されている。
【００３５】
　このような管理情報に含まれる識別情報は、図示されないユーザインターフェースを通
じてユーザによって入力され、例えば出力部１２によって第一記憶部１１に記憶される。
識別情報は、表示装置２０を通じて入力されてもよい。第一記憶部１１は、具体的には、
ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）、または、半導体メモリなどである。なお、
第一記憶部１１には、出力部１２が実行するプログラムなども記憶される。
【００３６】
　出力部１２は、第一記憶部１１に記憶された管理情報に含まれる識別情報の対応付け（
紐付け）を画像として表示装置２０に表示させるための表示情報を出力する。出力部１２
は、具体的には、プロセッサ、マイクロコンピュータ、または専用回路などによって実現
される。
【００３７】
　第一通信部１３は、インターネット７０を通じて表示装置２０及び1以上の管理装置３
０と通信を行う。例えば、第一通信部１３は、出力部１２の制御に基づき、出力部１２が
出力する表示情報を表示装置２０に送信する。
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【００３８】
　また、第一通信部１３は、第一取得部としても機能し、表示装置２０から表示情報の要
求を取得する。表示情報の要求は、識別情報を特定するための特定情報を含む。特定情報
は、例えば、後述のログインＩＤであり、ログインＩＤは、第一記憶部１１において施設
４０の識別情報、施主の識別情報、及び、施工者の識別情報と対応付けられている。
【００３９】
　また、第一通信部１３は、第二取得部としても機能し、１以上の施設４０における消費
エネルギーに関する情報を１以上の管理装置３０（１以上の通信装置６０）から取得する
。
【００４０】
　第一通信部１３は、具体的には、インターネット７０を通じた通信を行う通信モジュー
ル（通信回路）である。
【００４１】
　［表示装置］
　表示装置２０は、統合管理装置１０が送信する表示情報を受信し、受信した表示情報に
応じて画像を表示する装置である。表示装置２０は、具体的には、例えば、タブレット端
末であるが、スマートフォンなどの携帯端末であってもよいし、パーソナルコンピュータ
などの情報通信端末であってもよい。表示装置２０は、第二通信部２１と、表示制御部２
２と、表示部２３と、第二記憶部２４とを備える。
【００４２】
　第二通信部２１は、統合管理装置１０の第一通信部１３と通信を行う。第二通信部２１
は、例えば、表示情報を第一通信部１３から受信する。また、第二通信部２１は、表示制
御部２２の制御に基づいて、表示情報の要求を送信する。第二通信部２１は、具体的には
、インターネット７０を通じた通信を行う通信モジュール（通信回路）であるが、第一通
信部１３と通信可能であればどのような通信モジュールであってもよい。
【００４３】
　表示制御部２２は、第二通信部２１が受信した表示情報に基づいて画像を生成し、表示
部２３に画像を表示する。表示制御部２２は、具体的には、プロセッサ、マイクロコンピ
ュータ、または専用回路によって実現される。
【００４４】
　表示部２３は、表示制御部２２の制御に基づいて画像を表示する。言い換えれば、表示
部２３は、出力部１２によって出力された表示情報を画像として表示する。表示部２３は
、具体的には、液晶パネル、または、有機ＥＬパネルなどの表示パネルによって実現され
る。実施の形態では、表示部２３には、表示パネルに加えてタッチパネルが含まれ、タッ
チパネルは、ユーザの操作を受け付ける受付部として機能する。
【００４５】
　第二記憶部２４は、表示制御部２２が実行するプログラムが記憶される記憶装置である
。プログラムは、例えば、統合管理装置１０から提供される。第二記憶部２４は、具体的
には、半導体メモリなどにより実現される。
【００４６】
　［動作］
　次に、統合管理システム１００の動作について説明する。図４は、統合管理システム１
００の動作のシーケンス図である。
【００４７】
　まず、表示装置２０の第二通信部２１は、表示情報の要求を統合管理装置１０の第一通
信部１３に送信する（Ｓ１１）。このとき、ユーザは、まず、表示部２３（タッチパネル
）の操作によって表示制御部２２に第二記憶部２４に記憶されたプログラムを実行させる
。そうすると、表示部２３には、ログインＩＤの入力フォームと、パスワードの入力フォ
ームとを含むログイン画面が表示される。ユーザが識別情報及びパスワードをタッチパネ
ルを通じて入力すると、表示制御部２２は、ログインＩＤ及びパスワードを含む表示情報
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の要求を第二通信部２１に送信させる。
【００４８】
　統合管理装置１０の第一通信部１３は、表示情報の要求を取得し（Ｓ２１）、出力部１
２は、表示情報の生成処理を行う（Ｓ２２）。上述のように、表示情報は、第一記憶部１
１に記憶された管理情報のうち、取得された要求に含まれるログインＩＤによって特定さ
れる識別情報に関連する対応付けを画像として表示させるための情報である。表示情報の
生成処理の詳細については後述される。表示装置の生成処理によれば、ログインＩＤが施
主のものであるか、施工者のものであるか、製造メーカのものであるかに応じて、表示さ
れる画像が変更される。
【００４９】
　次に、出力部１２は、生成した表示情報を出力し（Ｓ２３）、出力した表示情報を第一
通信部１３に送信させる（Ｓ２４）。
【００５０】
　第一通信部１３によって送信された表示情報は、表示装置２０の第二通信部に２１によ
って受信される（Ｓ１２）。表示装置２０の表示制御部２２は、第二通信部２１によって
受信された表示情報を画像として表示する（Ｓ１３）。
【００５１】
　次に、上記ステップＳ２２の表示情報の生成処理について図５を用いて詳細に説明する
。図５は、表示情報の生成処理のフローチャートである。
【００５２】
　図５に示されるように、表示情報の生成処理においては、まず、図４のステップＳ２１
において取得された表示情報の要求に含まれるログインＩＤを用いて識別情報の種別の判
定（特定）が行われる（Ｓ３１）。なお、ステップＳ３１においては、図４のステップＳ
２１において取得された表示情報の要求に含まれるパスワードの照合も行われる。
【００５３】
　出力部１２は、取得された表示情報の要求に含まれるログインＩＤにより特定される識
別情報が施主の識別情報であると判定した場合、つまり、取得されたログインＩＤが施主
のログインＩＤである場合、第一表示情報を生成する（Ｓ３２）。第一表示情報は、ログ
インＩＤにより特定された施主の識別情報に対応付けられた施設４０の識別情報及び施工
者の識別情報を示す第一画像を表示装置２０に表示させるための表示情報である。図６は
、第一画像の一例を示す図である。なお、図６は、施主Ａの識別情報を用いてログインが
行われた場合の第一画像を示す。
【００５４】
　図６に示されるように、第一画像においては、施主Ａがオーナである施設Ａ～施設Ｇの
識別情報に対応するアイコン（施設Ａと記載された略矩形状のアイコン。以下、単に、「
施設Ａのアイコン」のように記載する）が表示される。アイコンは、オブジェクトの一例
である。アイコン内には、当該アイコンに対応する施設４０に管理装置３０の施工を行っ
た施工者の識別情報（施工者の名称）も示される。
【００５５】
　アイコン内には、当該アイコンに対応する施設４０に設けられた管理装置３０の識別情
報（シリアルナンバー）、及び、当該管理装置３０の製造メーカの識別情報（製造メーカ
の名称）の少なくとも一方がさらに示されてもよい。図６に示される第一画像においては
、施主Ａがオーナーでない施設４０のアイコンは表示されない。
【００５６】
　一方、出力部１２は、取得された表示情報の要求に含まれるログインＩＤにより特定さ
れる識別情報が施工者の識別情報であると判定した場合、つまり、取得されたログインＩ
Ｄが施工者のログインＩＤである場合、第二表示情報を生成する（Ｓ３３）。第二表示情
報は、ログインＩＤにより特定された施工者の識別情報に対応付けられた施設４０の識別
情報及び施主の識別情報を示す第二画像を表示装置２０に表示させるための表示情報であ
る。図７は、第二画像の一例を示す図である。なお、図７は、施工者Ａの識別情報を用い
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てログインが行われた場合の第二画像を示す。
【００５７】
　図７に示されるように、第二画像においては、施工者Ａが施工を行った施設４０のアイ
コンが施主ごとに表示される。つまり、第二画像は、１以上の施主の識別情報ごとに当該
施主が有する施設４０の識別情報を示す。具体的には、施主Ａがオーナーである施設Ａ～
施設Ｅのアイコンと、施主Ｂがオーナーである施設Ｈ及び施設Ｉのアイコンとが別々にグ
ループ化されて表示されている。図７に示される第二画像においては、施工者Ａが施工を
行っていない施設４０のアイコンは表示されない。
【００５８】
　なお、第二画像において、施設４０のアイコンが施主ごとに表示されることは必須では
ないが、施設４０のアイコンが施主ごとに表示されることで、第二画像を視認する施工者
は、施設４０と施主との関係を容易に把握することができる。
【００５９】
　なお、アイコン内には、当該アイコンに対応する施設４０に設けられた管理装置３０の
識別情報（シリアルナンバー）、及び、当該管理装置３０の製造メーカの識別情報（製造
メーカの名称）の少なくとも一方がさらに示されてもよい。
【００６０】
　そして、出力部１２は、取得された表示情報の要求に含まれるログインＩＤにより特定
される識別情報が製造メーカの識別情報であると判定した場合、つまり、取得されたログ
インＩＤが製造メーカのログインＩＤである場合、第三表示情報を生成する（Ｓ３４）。
第三表示情報は、ログインＩＤにより特定された製造メーカの識別情報に対応付けられた
、施主の識別情報、施設４０の識別情報、施工者の識別情報、及び、管理装置３０の識別
情報を示す第三画像を表示装置２０に表示させるための表示情報である。図８は、第三画
像の一例を示す図である。なお、図８は、製造メーカＡの識別情報を用いてログインが行
われた場合の第三画像を示す。
【００６１】
　図８に示されるように、第三画像においては、製造メーカＡが製造した管理装置３０が
施工された施設４０のアイコンが表示される。具体的には、製造メーカＡが製造した管理
装置３０が施工された施設Ａ、施設Ｂ、施設Ｆ、及び施設Ｉのアイコンが表示されている
。そして、アイコン内には、当該施設４０に管理装置３０の施工を行った施工者の識別情
報（施工者の名称）と、当該施設４０を有する施主の識別情報（施主の名称）と、当該施
設４０に施工された管理装置３０の識別情報（シリアルナンバー）とが示される。なお、
図８に示される第三画像においては、製造メーカＡが製造していない管理装置３０が施工
された施設４０のアイコンは表示されない。また、第三画像において、施設４０のアイコ
ンは、図７に示される第二画像と同様に施主ごとに表示されてもよいし、施工者ごとに表
示されてもよい。
【００６２】
　以上説明したように、出力部１２は、管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画
像を表示装置２０に表示させるための表示情報を生成し、かつ、出力する。
【００６３】
　これにより、管理装置３０にメンテナンスが必要な場合に、当該管理装置３０が施工さ
れている施設４０、施設４０の施主、及び、当該管理装置３０の施工者等が表示装置２０
の表示部２３に表示される。つまり、統合管理システム１００及び統合管理装置１０は、
メンテナンスに必要な情報を出力することができる。ユーザは、施設４０、施主、及び施
工者など、メンテナンスに必要な情報を容易に特定することができる。
【００６４】
　［変形例１］
　ところで、統合管理装置１０は、複数の管理装置３０から当該管理装置３０が設けられ
た施設４０の消費エネルギーに関する情報を定期的に受信しており、施設４０の現在の状
態は、上述の図６等に示される画像にも反映される。つまり、表示部２３に表示される画
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像は、１以上の施設４０における消費エネルギーの状況を示している。
【００６５】
　例えば、統合管理装置１０が上述した第一通知情報を受信した場合には、第一通知情報
の送信元の管理装置３０が施工された施設４０である施設Ｂのアイコンは、第一通知情報
を送信していない管理装置３０が施工された施設４０のアイコン（例えば、施設Ａのアイ
コン）とは異なる態様で表示される。上述のように、第一通知情報は、統合管理装置１０
に電力使用量が多い状態であることを通知するための情報である。このため、第一通知情
報の送信元の施設Ａのアイコンには、「注意警報」の文字が示される。
【００６６】
　同様に、統合管理装置１０が上述した第二通知情報を受信した場合に、第二通知情報の
送信元の管理装置３０が施工された施設４０である施設Ｃのアイコンは、施設Ａ及び施設
Ｂのいずれのアイコンとも異なる態様で表示される。上述のように、第二通知情報は、施
設４０における電力使用量が多く、かつ、管理装置３０が施設４０内で電力供給の遮断を
行っている状態であることを統合管理装置１０に通知するための情報である。このため、
施設Ｃのアイコンには「遮断警報」の文字が示される。
【００６７】
　そして、統合管理装置１０が上述した第三通知情報を受信した場合に、第三通知情報の
送信元の管理装置３０が設けられた施設４０である施設Ｄのアイコンは、施設Ａ～施設Ｃ
のいずれのアイコンとも異なる態様で表示される。第三通知情報は、電力使用量が第三所
定値以上になってしまっていることを統合管理装置１０に通知するための情報である。こ
のため、第三通知情報の送信元の施設４０のアイコンには、「抑制不可」の文字が示され
る。
【００６８】
　このように、表示情報に基づいて表示部２３に表示される画像において、アイコンは、
当該施設４０の消費エネルギーに関する情報に応じて表示態様が異なる。ここで、「表示
態様が異なる」とは、アイコンの形状、模様、及び、色彩の少なくとも一つが実質的に異
なることを意味する。
【００６９】
　これにより、ユーザは、各施設４０におけるエネルギー消費状況を容易に把握すること
ができる。
【００７０】
　なお、上述のように、１つの施設４０に複数の管理装置３０が施工される場合がある。
この場合、例えば、当該施設４０の識別情報に対応するアイコンが管理装置３０の台数分
表示されてもよいし、管理装置３０の台数によらず、施設４０ごとに（施設４０の数だけ
）アイコンが表示されてもよい。特に、施主が視認する第一画像においては、施設４０ご
とにアイコンが表示されればよい。施主の立場に立てば、施設４０のエネルギー消費状況
が把握できれば十分であり、管理装置３０ごとに状態を区別する必要はないからである。
【００７１】
　なお、この場合、１つの施設４０に施工された複数の管理装置３０のうち、少なくとも
１つの管理装置３０からの通知情報（第一通知情報、第二通知情報、または第三通知情報
）を統合管理装置１０が受信すると、当該施設４０のアイコンの表示態様は受信された通
知情報に応じて変更される。
【００７２】
　また、１つの施設４０に施工された複数の管理装置３０のうち、一の管理装置３０から
第一通知情報受信し、他の管理装置３０から第二通知情報を受信するような場合が考えら
れる。この場合、異常度が高い第二通知情報に応じて当該施設４０のアイコンの表示態様
が変更されるとよい。
【００７３】
　［変形例２］
　上記実施の形態で説明した施設４０のアイコンは、その他の機能を有してもよい。
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【００７４】
　例えば、統合管理装置１０と管理装置３０との通信エラーが生じた場合には、当該管理
装置３０が施工された施設４０のアイコンに通信エラーをユーザに通知するメッセージま
たは図柄が示されてもよい。また、通信エラーの有無に応じてアイコンの表示態様が変更
されてもよい。
【００７５】
　これにより、ユーザは、通信エラーの有無を容易に把握することができる。
【００７６】
　また、施設４０において電力使用量が多いときには、統合管理装置１０はその旨を電子
メールによって当該施設４０の施主に通知する機能を有する。そこで、当該施主が未読の
電子メールがある場合には、当該施設４０のアイコンに未読の電子メールがある旨のメッ
セージまたは図柄が示されてもよい。また、未読の電子メールの有無に応じてアイコンの
表示態様が変更されてもよい。
【００７７】
　これにより、ユーザは、未読の電子メールの有無を容易に把握することができる。
【００７８】
　また、施設４０のアイコンが押下されることで、施設４０に施工された管理装置３０の
設定画面が表示されてもよい。具体的には、例えば、図６～図８に示されるアイコンのう
ち右下の隅の区分けされた部分がユーザによって押下されることで、管理装置３０の設定
画面が表示されてもよい。
【００７９】
　これにより、ユーザは、管理装置３０の設定変更を容易に行うことができる。
【００８０】
　また、図６～図８に示される画像において、施工者または施主の連絡先などが表示され
てもよい。例えば、図６において「施工者Ａ」と記載された領域がユーザによって押下さ
れると、施工者Ａの電子メールアドレスが表示されてもよいし、施工者Ａの電子メールア
ドレスが入力された状態でメーラーが起動されてもよい。
【００８１】
　また、上記領域が押下されると、施工者Ａの電話番号が表示されてもよいし、表示装置
２０がスマートフォンである場合には、上記領域が押下されると、施工者Ａの電話番号に
電話がかけられてもよい。
【００８２】
　また、上記領域が押下されると、施工者Ａのホームページが表示されてもよいし、施工
者Ａに連絡するための送信フォームが表示されてもよい。
【００８３】
　これにより、ユーザ（施主）は、管理装置３０のメンテナンスが必要なときに、容易に
施工者に連絡をすることができる。
【００８４】
　なお、このような連絡先などの表示は、特定の時間帯（例えば、施工者Ａの営業時間）
のみ行われてもよい。また、このような連絡先などの表示は、通信エラーが発生している
ときのみ、または、アイコンの表示態様が変更されているとき（施設４０において電力使
用量が多いとき）のみ行われてもよい。つまり、施設４０において異常が発生していると
きにのみ、連絡先などの表示が行われてもよい。
【００８５】
　これにより、ユーザ（施工者）は、特定の時間帯のみ連絡を受けることができる。
【００８６】
　［効果等］
　以上説明したように、１以上の施設４０のそれぞれにおいて消費エネルギーを管理する
１以上の管理装置３０を管理する統合管理装置１０は、第一記憶部１１と、出力部１２と
を備える。第一記憶部１１には、１以上の施設４０の識別情報のそれぞれと、当該施設４
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０の施主の識別情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とを対
応付けた管理情報が記憶される。出力部１２は、管理情報に含まれる識別情報の対応付け
を示す画像を表示装置２０に表示させるための表示情報を出力する。第一記憶部１１は、
記憶部の一例である。
【００８７】
　このように、統合管理装置１０は、施設４０の識別情報と、施主の識別情報と、施工者
の識別情報との対応付けの少なくとも一部を示す画像を表示装置２０に表示させることが
できる。このような画像が表示されることにより、ユーザは、施工者等のメンテナンスに
必要な情報を容易に把握できる。
【００８８】
　また、統合管理装置１０は、さらに、表示情報の要求であって、識別情報を特定するた
めのログインＩＤを含む要求を取得する第一通信部１３を備えてもよい。出力部１２は、
管理情報のうち、取得された要求に含まれるログインＩＤにより特定される識別情報に関
連する対応付けを示す画像を表示させるための表示情報を出力してもよい。ログインＩＤ
は、特定情報の一例であり、第一通信部１３は、第一取得部の一例である。
【００８９】
　これにより、統合管理装置１０は、ログインＩＤに応じて異なる表示情報を出力するこ
とができる。
【００９０】
　また、出力部１２は、取得された要求に含まれるログインＩＤにより特定される識別情
報が施主の識別情報である場合には、当該施主の識別情報に対応付けられた施設４０の識
別情報及び施工者の識別情報を示す第一画像を表示装置２０に表示させるための第一表示
情報を出力してもよい。また、出力部１２は、取得された要求に含まれるログインＩＤに
より特定される識別情報が施工者の識別情報である場合には、当該施工者の識別情報に対
応付けられた施設４０の識別情報及び施主の識別情報を示す第二画像を表示装置２０に表
示させるための第二表示情報を出力してもよい。
【００９１】
　これにより、統合管理装置１０は、施主に対しては、施設４０の識別情報及び施工者の
識別情報を提示することができ、施工者に対しては、施設４０の識別情報及び施主の識別
情報を提示することができる。
【００９２】
　また、第二画像は、施主の識別情報ごとに当該施主が有する施設４０の識別情報を示す
画像であってもよい。
【００９３】
　これにより、施工者は、第二画像を視認することにより、施設４０と施主との関係を容
易に把握することができる。
【００９４】
　また、統合管理装置１０は、さらに、１以上の施設４０における消費エネルギーに関す
る情報を取得する第一通信部１３を備えてもよい。上記画像は、さらに、前記１以上の施
設４０における消費エネルギーの状況を示してもよい。第一通信部１３は、第二取得部の
一例である。
【００９５】
　これにより、施主または施工者は、施設４０における消費エネルギーの状況を把握する
ことができる。
【００９６】
　また、上記画像には、施設４０の識別情報を示すアイコンが含まれ、オブジェクトの表
示態様は、当該施設４０の消費エネルギーに関する情報に応じて異なってもよい。アイコ
ンは、オブジェクトの一例である。
【００９７】
　これにより、施主または施工者は、施設４０における消費エネルギーの状況を容易に把



(14) JP 2017-78956 A 2017.4.27

10

20

30

40

50

握することができる。
【００９８】
　また、管理情報においては、１以上の施設４０の識別情報のそれぞれと、当該施設４０
の施主の識別情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とに加え
て、さらに、当該施設４０に設けられた管理装置３０の識別情報と、当該施設４０に設け
られた管理装置３０の製造メーカの識別情報とが対応付けられていてもよい。そして、出
力部１２は、取得された要求に含まれるログインＩＤにより特定される識別情報が製造メ
ーカの識別情報である場合には、当該製造メーカの識別情報に対応付けられた、施主の識
別情報、施設４０の識別情報、施工者の識別情報、及び管理装置３０の識別情報を示す第
三画像を表示装置２０に表示させるための第三表示情報を出力してもよい。
【００９９】
　これにより、統合管理装置１０は、製造メーカに対しては、施主の識別情報、施設４０
の識別情報、施工者の識別情報、及び、管理装置３０の識別情報を提示することができる
。
【０１００】
　また、管理情報においては、１以上の施設４０の識別情報のそれぞれと、当該施設４０
の施主の識別情報と、当該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とに加え
て、さらに、当該施設４０に設けられた管理装置３０の識別情報が対応付けられてもよい
。出力部１２は、取得された要求に含まれるログインＩＤにより特定される識別情報が施
主の識別情報である場合には、当該施主の識別情報に対応付けられた、施設４０の識別情
報、施工者の識別情報、及び管理装置３０の識別情報を示す第一画像を表示装置２０に表
示させるための第一表示情報を出力してもよい。また、出力部１２は、取得された要求に
含まれるログインＩＤにより特定される識別情報が施工者の識別情報である場合には、当
該施工者の識別情報に対応付けられた、施設４０の識別情報、施主の識別情報、及び管理
装置３０の識別情報を示す第二画像を表示装置２０に表示させるための第二表示情報を出
力してもよい。
【０１０１】
　これにより、統合管理装置１０は、施主に対しては、施設４０の識別情報、施工者の識
別情報、及び管理装置３０の識別情報を提示することができ、施工者に対しては、施設４
０の識別情報、施主の識別情報、及び管理装置３０の識別情報を提示することができる。
【０１０２】
　また、統合管理システム１００は、１以上の施設４０のそれぞれにおいて消費エネルギ
ーを管理する１以上の管理装置３０を管理する統合管理システムである。統合管理システ
ム１００は、第一記憶部１１と、出力部１２と、表示部２３とを備える。第一記憶部１１
には、１以上の施設４０の識別情報のそれぞれと、当該施設４０の施主の識別情報と、当
該施設４０に管理装置３０を施工した施工者の識別情報とを対応付けた管理情報が記憶さ
れる。出力部１２は、管理情報に含まれる識別情報の対応付けを示す画像を表示装置２０
に表示させるための表示情報を出力する。
【０１０３】
　このように、統合管理システム１００は、施設４０の識別情報と、施主の識別情報と、
施工者の識別情報との対応付けの少なくとも一部を示す画像を表示装置２０の表示部２３
に表示することができる。
【０１０４】
　（その他の実施の形態）
　以上、実施の形態に係る統合管理システム及び統合管理装置について説明したが、本発
明は、上記実施の形態に限定されるものではない。
【０１０５】
　上記実施の形態では、統合管理システムにおいて、主として、インターネットを用いて
装置間の通信が行われたが、装置間の通信方法は、インターネットを用いた方法に限定さ
れない。例えば、統合管理システムにおいて、専用の通信ネットワークを用いて通信が行
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われてもよい。
【０１０６】
　また、例えば、上記実施の形態において、特定の処理部が実行する処理を別の処理部が
実行してもよい。
【０１０７】
　また、上記実施の形態における構成要素の装置への振り分けは、一例である。例えば、
統合管理装置が備える第一記憶部は、統合管理装置とは別の装置として実現されてもよい
。つまり、統合管理装置が備える構成要素が、統合管理システム内の他の装置として実現
されてもよい。
【０１０８】
　また、上記実施の形態において、統合管理装置が行う処理の一部を表示装置が行っても
よいし、表示装置が行う処理の一部を統合管理装置が行ってもよい。例えば、画像の生成
処理は、統合管理装置が行ってもよいし、表示装置が行ってもよいし、統合管理装置と表
示装置とが協働して行ってもよい。
【０１０９】
　また、上記実施の形態では、管理装置は、施設における消費エネルギーの一例として、
施設における電力使用量を管理したが、管理装置は、ガスの使用量など、他の消費エネル
ギーを管理してもよい。
【０１１０】
　また、上記実施の形態において、各構成要素は、専用のハードウェアで構成されるか、
各構成要素に適したソフトウェアプログラムを実行することによって実現されてもよい。
各構成要素は、ＣＰＵまたはプロセッサなどのプログラム実行部が、ハードディスクまた
は半導体メモリなどの記録媒体に記録されたソフトウェアプログラムを読み出して実行す
ることによって実現されてもよい。
【０１１１】
　また、各構成要素は、回路（または集積回路）でもよい。これらの回路は、全体として
１つの回路を構成してもよいし、それぞれ別々の回路でもよい。また、これらの回路は、
それぞれ、汎用的な回路でもよいし、専用の回路でもよい。
【０１１２】
　また、本発明の全般的または具体的な態様は、システム、装置、方法、集積回路、コン
ピュータプログラムまたはコンピュータ読み取り可能なＣＤ－ＲＯＭなどの記録媒体で実
現されてもよい。また、システム、装置、方法、集積回路、コンピュータプログラム及び
記録媒体の任意な組み合わせで実現されてもよい。例えば、本発明は、上記統合管理シス
テムが実行する管理方法として実現されてもよいし、当該管理方法をコンピュータに実行
させるためのプログラムとして実現されてもよい。
【０１１３】
　また、上記実施の形態において説明された統合管理システムの動作における複数の処理
の順序は一例である。複数の処理の順序は、変更されてもよいし、複数の処理は、並行し
て実行されてもよい。
【０１１４】
　その他、各実施の形態に対して当業者が思いつく各種変形を施して得られる形態、また
は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で各実施の形態における構成要素及び機能を任意に組
み合わせることで実現される形態も本発明に含まれる。
【符号の説明】
【０１１５】
　１０　統合管理装置
　１１　第一記憶部（記憶部）
　１２　出力部
　１３　第一通信部（通信部）
　２０　表示装置
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　２３　表示部
　３０　管理装置
　１００　統合管理システム

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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